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用語の定義 

・本事業 ：西谷浄水場再整備事業（排水処理施設）をいう。 

・本施設 ：神奈川県横浜市保土ケ谷区川島町 522 番地所在の西谷浄水場における排

水処理施設をいう。 

・水道局 ：横浜市水道局をいう。 

・企業グループ ：複数の企業で構成されるグループをいう。  

・入札参加者 ：本事業の入札に参加する単独企業又は企業グループをいう。 

・構成企業 ：企業グループを構成する者をいう。 

・落札者 ：入札参加者のうち、水道局と基本協定の締結を予定する者として水道局

が決定した者をいう。 

・事業者 ：水道局と建設工事請負契約又は運転・維持管理委託契約を締結し、本事

業を実施する者をいう。 

・基本協定 ：本事業に伴う建設工事請負契約及び運転・維持管理委託契約の締結方

法、落札者が出資して設立する特別目的会社（Special Purpose 

Company：以下「SPC」という。）の設立方法、基本契約を締結するまでの

間の協議等の役割分担等を確認するために、落札者と締結する協定をい

う。 

・基本契約 ：基本協定及び落札者との協議結果に基づき、落札者及び SPC と締結する

契約をいう。 

・基本契約等 ：基本契約、建設工事請負契約及び運転・維持管理委託契約の総称をい

う。 

・保守点検 ：建築物、土木構造物及び機械・電気設備について、損傷、変形、腐食、

異臭及びその他の異常の有無を確認することをいい、修繕又はその他の

措置が必要か否かの判断を行うことをいう。 

・メーカー定期点検 ：機械・電気設備について、定期的に運転を停止し、各部異常の有無の確

認、測定器による診断、性能試験等を製造メーカー等が行うことをい

う。 

・修繕 ：部分的に劣化した部位・部材又は機器等の性能及び機能を実用上支障の

ない状態まで回復させることをいう。 

・突発的な修繕 ：上記修繕のうち、予見することが困難な突発的な故障や事故等に対応す

ることをいう。 

・更新 ：劣化した部位・部材又は機器等を新しい物に取り替えることにより、劣

化した部位・部材又は機器の性能及び機能を初期の状態又は実用上支障

のない状態まで回復させることをいう。 

・技術提案等 ：入札参加者が提出した技術提案並びに入札者の設計・施工・運営に係る

計画策定能力及び実現力並びに社会性・信頼性をいう。 

・技術資料 ：入札参加者が提出する本事業に係る提案書及び付随資料をいう。 



 

・新設対象施設 ：建設工事請負契約に基づき、事業者が設計・工事期間に新設及び増設を

行う施設をいう。 

・既設施設 ：事業開始前から本施設内にある既設の施設をいう。 

なお、既設施設は、撤去対象施設、更新対象施設、耐震補強施設及び既

設流用施設に分類される。 

・撤去対象施設 ：事業期間中に、水道局又は事業者が撤去する施設をいう。 

・更新対象施設 ：事業期間中に、事業者が更新を実施する施設をいう。 

・耐震補強施設 ：事業期間中に、事業者が耐震補強を実施する施設をいう。 

・既設流用施設 ：既設施設のうち、軽微な補修を行うことで、そのまま事業期間を通じて

使用する施設をいう。 

・JV 構成員 ：構成企業のうち、建設 JV を構成する企業をいう。 

・JV 代表構成員 ：建設 JV の代表となる JV 構成員をいう。 

・基本計画 ：西谷浄水場を対象とし、浄水処理から排水処理までの施設について全体

最適となる施設計画の検討を行い、基本設計のための条件整理をまとめ

た計画 
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 総則 

本書の位置付け 

本要求水準書（以下、「本書」という。）は、水道局が実施する「西谷浄水場再整備事業（排

水処理施設）」の設計及び工事並びに運転・維持管理に関して、水道局の要求要件を示すもの

であり、入札説明書と一体のものとして位置付ける。 

本書は、入札参加者が技術提案を作成するにあたり、前提条件及び水道局が求めるサービ

スの水準を定めると同時に、業務内容についての理解を深め、より具体的な検討を加えるた

めの技術資料を提供するものである。 

また、個々の業務に関する要件は、民間事業者の技術力やノウハウ、創意工夫等を十分生

かすために、仕様的表現を極力避けているが、入札参加者は、本事業の目的及び各要件の意

図を十分に汲み取り、優れた技術提案を作成していただきたい。 

 

事業内容に関する事項 

西谷浄水場再整備事業（排水処理施設） 

 

排水処理施設等 

 

横浜市水道事業管理者 水道局長 山隈 隆弘 

 

西谷浄水場再整備事業は、「１水源１浄水場」「自然流下系の優先」の方針に基づき、①

耐震性が不足しているろ過池と排水池の整備、②水源水質の悪化にも対応できる粒状活性

炭処理の導入、③相模湖系統の水利権水量の全量処理を可能とするための処理能力の増強

を主な事業内容としている。 

このうち、本事業は、排水処理施設において、①耐震性が不足している排水池の耐震化、

②相模湖系統の水利権水量の全量処理や粒状活性炭処理の導入による排水量の増加に対

応する能力の増強を公民連携事業手法であるＤＢＯ方式により実施するものである。 

ＤＢＯ方式の実施は、民間事業者の技術やノウハウの活用により、限られた敷地の中で

既設施設を稼働させながら、確実な排水処理を確保しつつ能力を増強するなどの事業の特

殊性に対応し、市内の安定給水確保や、円滑な工事進捗、工期短縮による早期の耐震化や

コスト縮減、効率的な施設の運用を図ることを目的としている。 
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本事業の対象施設と主な整備内容は、次のとおりである。西谷浄水場平面図は別紙１、

事業者管理範囲は別紙２、新設、撤去、更新・耐震補強・既設流用対象施設を別紙３～５

に示す。また、整備内容と既設仕様等は別紙６に示す。 

表 対象施設と主な整備内容 

対象施設 主な整備内容 

①旧管理棟 ・既設建屋及び設備類の撤去 

②既設脱水機棟※ 

【既設建屋を流用する場合】 

・既設建屋の劣化補修 

・設備類の撤去、新設 

【既設建屋を流用しない場合】 

・設備類の撤去 

③新設脱水機棟※ 
【既設脱水機棟建屋を流用しない場合】 

・建屋及び設備類の新設 

④受電所 ・建屋及び設備類の新設 

⑤自家発棟 ・建屋及び設備類の新設 

⑥排水池（既設） 
・既設躯体流用（耐震補強、劣化補修） 

・設備類の更新 

⑦排水池（増設） ・躯体及び設備類の新設 

⑧排泥池 
・既設躯体流用（劣化補修） 

・設備類の更新、撤去 

⑨一次濃縮槽 
・既設躯体流用（劣化補修） 

・設備類の更新、撤去 

⑩二次濃縮槽 分配槽 
・既設躯体流用（劣化補修） 

・設備類の更新、撤去 

⑪返送池流入弁室 
・既設躯体流用（劣化補修） 

・設備類の更新 

⑫返送池ポンプ室 ・既設建屋及び設備類の更新 

⑬返送池 
・既設躯体流用（劣化補修） 

・設備類の更新 

⑭放流口 ・既設建屋及び設備類の更新 

⑮計器室 ・既設建屋の撤去 

⑯その他 

・場内配管整備 

・付帯設備の更新、新設 

・ガスガバナ設備撤去 

※ ②既設脱水機棟の既設建屋の流用または③新設脱水機棟の建屋の新設については、

事業者提案によるものとする。また、②既設脱水機棟の既設建屋を流用する場合は、

使用方法によって、耐震性を確保した構造とすること。 

  なお、③新設脱水機棟の建屋を新設する場合、②既設脱水機棟を撤去することは可

能とする。 
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本事業において、事業者が行う業務の範囲は、次のとおりとする。事業者は、排水処理

施設の設計及び工事並びに運転・維持管理を一体の事業として実施する。 

 

設計・工事期間  令和３年３月～令和 11 年３月 

引継ぎ期間  令和３年３月 

運転・維持管理期間 令和３年４月～令和 29 年３月 

ただし、令和９年３月までに浄水処理施設（原水ベース 394,000ｍ3/日、導水路中で粉

末活性炭の注入、粒状活性炭処理施設の導入）に対応する排水処理能力を備えることとす

る。また、事業者が設計・工事期間を短縮する提案をした場合においても、運転・維持管

理期間は上記期間を変更しないものとする。 

 

本事業の事業方式は、水道局の所有である本施設において、設計及び工事並びに運転・

維持管理業務を一括して事業期間を通して委ねるＤＢＯ方式とする。 

なお、本事業については、水道法第 24 条の３に規定する第三者委託は適用しない。 
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事業者は、本事業を実施するにあたっては、必要とされる関係法令等を遵守し、最新の

ものを適用する。 

なお、本事業に関して特に留意すべき主な法令等は、次のとおりである。 
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本事業で適用する要綱、指針等は次のとおりであり、最新版を適用する。ただし、同

等の性能を確保した場合はこの限りでなく、その他本事業に関係する要綱、指針等があ

ればそれを適用する。また、仕様書等に定めのないものは水道局の確認を要する。 
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事業の考え方 

本事業は、限られた敷地の中で、既設施設を稼働させながら、確実な排水処理を確保し

つつ能力を増強し、また、新・旧施設の運転の切替などを考慮した整備となる。 

令和３年３月末まで既存の排水処理施設の運転管理業務の委託がある。また、事業期間

中に関連工事として、西谷浄水場再整備事業（浄水処理施設）及び相模湖系導水路（川井

接合井から西谷浄水場）改良事業がある。そのため、現在の運転管理の受託者及び関連工

事の請負者と相互調整を行う必要がある。 

したがって、本事業では、事業者に対し、設計及び工事並びに運転・維持管理までの各

業務を通じて、効率的かつ効果的な事業執行を求めるものであり、幅広い技術・ノウハウ

及び汚泥の有効活用等を期待する。 

 

水道局は、事業者が実施する本施設の設計及び工事並びに運転・維持管理について、定

期的にモニタリングを行う。モニタリングの方法、内容等については、別途、モニタリン

グ基本計画（案）に定める。 

水道局は、モニタリングの結果、事業者の業務内容が本書等に定める事項及び提案事項

を満たしていないと判断した場合に、別途、基本契約等に定める手続きに従い、設計及び

工事並びに運転・維持管理業務に係る対価の減額、是正勧告その他の措置をとる。 

 

本書に関する問合せ先は、水道局施設部計画課とする。 
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 基本要件 

施設の立地条件 

令和２年３月時点の施設立地条件を次に示す。 

 

本施設の概要 

令和２年３月時点の施設状況を次に示す。 

施設名 仕様 築造年 
経過 

年数 
耐震性 

排水池（１、２号池） 
16ｍ×16ｍ×4.5ｍ×３池 

1961 年 58 年 × 

排水池（３号池） 1964 年 55 年 × 

排泥池 20ｍ×20ｍ×5.0ｍ×２池 1976 年 43 年 〇 

一次濃縮槽 

二次濃縮槽 

（同時並列利用） 

18ｍ×18ｍ×5.0ｍ×２池 

16ｍ×16ｍ×5.0ｍ×２池 

 

1976 年 43 年 〇 

返送池 17ｍ×5.25ｍ×5.3ｍ×２池 1976 年 43 年 〇 

汚泥脱水機 

長時間型 

圧搾機構付加圧脱水機 

２台（7.6ｔ-DS/日） 

1997 年 22 年 － 

  

住居表示 横浜市保土ケ谷区仏向西４番１号 

都市計画区域及び準都市計画

区域の内外の別等 
都市計画区域内（市街化区域） 

防火地域 準防火地域 

その他の区域、地域、地区又は

街区 

第５種高度地区、建築基準法第 22 条による区域、宅

地造成工事規制区域、横浜市駐車場条例による周辺

地区又は自動車ふくそう地区 

敷地面積 40,964.52ｍ2 

事業用地面積（予定） 約 22,000ｍ2 

用途地域等 準工業地域 

建築基準法第 52 条第１項及び

第２項の規定による建築物の

容積率 

200％ 

建築基準法第 53 条第１項の規

定による建築物の建蔽率 
60％ 

日影規制 

高さが 10ｍを超える建築物/4.0ｍ/５時間/３時間 

※他の用途地域に日影が生じる場合は、その用途地

域に応じた規制値に準ずる 
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本事業に係る前提条件 

本事業の関連工事は次のとおりである。 

西谷浄水場再整備事業（浄水処理施設）では、浄水処理施設の耐震化や水利権水量の全

量処理に向けた処理能力増強を令和 14 年度までに、粒状活性炭処理施設の導入を令和 22

年度までに実施する計画としている。 

また、相模湖系導水路（川井接合井から西谷浄水場）改良事業では、西谷浄水場への水

利権水量全量導水を令和９年度に開始する基本設計としている。 

これらの事業は共にＤＢ方式で令和３年度に発注予定であるが、技術提案の内容により

スケジュールは早まる可能性がある。また、浄水処理施設の整備、洗浄や試運転のために

取水量を変動することや、受け入れの可能な範囲で生じた排水の一部を当事業で受け入れ

ることがある。 

表 関連工事 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度～ 

浄水処理施設※１ 

（DB 方式） 

            

【本事業】 

排水処理施設 

（DBO 方式） 

            

導水管※２ 

（DB 方式） 

            

※１西谷浄水場再整備事業（浄水処理施設） 

※２相模湖系導水路（川井接合井から西谷浄水場）改良事業 

 

本施設に求める処理能力は、浄水処理施設 394,000ｍ3/日（原水ベース）及び工業用水

道鶴ケ峰沈でん池（処理能力 86,400ｍ3/日）から排出される排水並びに排泥に対応する処

理を行うものとする。 

また、整備にあたっては、令和９年３月までに浄水処理施設（394,000ｍ3/日、導水路中

で粉末活性炭の注入、粒状活性炭処理施設の導入）に対応する排水処理能力を備えること。 

事業者の公募選定(～令和３年７月) 設計・工事(20 年間) 

事業者の公募選定(～令和２年３月) 

設計・工事(20 年間) 

運転・維持管理(６年間+20 年間) 

事業者の公募選定(～令和３年４月) 設計・工事(12 年間) 
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導水管整備 
（第Ⅱ工区） 

なお、現時点における浄水処理施設の浄水処理能力の増強及び稼働施設並びに関連工事

のスケジュール等を次に示す。 

 

表 本施設に求める処理能力と浄水処理能力 

  ※令和２年１月時点の計画に基づく内容を記載しており、別途発注「西谷浄水場再整備事業 

（浄水処理施設）」により変更される可能性がある。 

 

表 本事業の関連工事のスケジュールと処理能力等   

 R2 ～ R8 年度 R9 ～ R14 年度 R15 ～ R22 年度 R23 年度 ～ 

本事業 

排水処理施設 

（DBO 方式） 

    

浄水処理施設※１ 

（DB 方式） 

    

導水管※２ 

（DB 方式） 

    

※１西谷浄水場再整備事業（浄水処理施設） 

※２相模湖系導水路（川井接合井から西谷浄水場）改良事業 

 

 

 

前提条件 内容 備考 

排水処理

施設に求

める処理

能力 

浄水処理施設 394,000ｍ3/日（原水

ベース）及び工業用水道鶴ケ峰沈

でん池 86,400ｍ3/日（処理能力）

から排出される汚泥処理に対応す

るもの 

令和９年度から浄水処理施設において、

施設の試運転や切替等の実施を想定し

ていることから、令和９年３月までに浄

水処理施設（原水ベース 394,000ｍ3/日、

導水路中で粉末活性炭の注入、粒状活性

炭処理施設の導入）に対応する排水処理

能力を備えること。 

浄水処理

能力※ 

令和 14 年度まで：270,000ｍ3/日 

令和 15 年度以降：394,000ｍ3/日 

（稼働予定） 

新設急速ろ過池：令和 15 年度以降 

新設粒状活性炭処理：令和 23 年度以降 

排水処理施設再整備 
（設計・工事期間） 

浄水処理施設整備 
(着水池・沈でん池・ろ過池整備) 

R10 年度末 

浄水 270,000ｍ3/日(原水) 

工水 86,400ｍ3/日(処理) 

浄水 394,000ｍ3/日(原水ベース) 

工水 86,400ｍ3/日(処理能力) 

浄水処理施設整備 
(粒炭施設整備) 

処理能力 270,000ｍ3/日(原水) 処理能力 394,000ｍ3/日(原水) 

粉末活性炭 粒状活性炭 

導水管整備 
（第Ⅰ工区） 

導水能力 270,000ｍ3/日 導水能力 394,000ｍ3/日 

試運転・切替 
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本施設で受け入れる排出水等については、次のとおりとする。 

なお、浄水処理施設（沈でん池）及び工業用水道鶴ケ峰沈でん池の清掃により発生する

汚泥の受け入れについては、水道局と協議の上、量や頻度等を適切に設定すること。 

・ ３号配水池は２池で構成 

・ １池あたりの排水量は約 73,000ｍ3（約 300～500ｍ3/時） 

※２ 浄水場において影響が小さい時期に行っているため、排水処理施設に求める処理

能力への検討対象とはしない。 

受け入れ時期については、水道局と調整の上、決定すること。 

 

本施設において浄水処理施設（原水ベース 394,000ｍ3/日）に対応する能力を備えた以

降は、浄水処理施設からの排出水は次のア～エを超過しないことを条件に引き渡す。 

本施設は、その排出水を全て継続して受け入れることとする。排出水に関わる現況及び

想定については、別紙７水収支フロー図に示す。 

なお、上記の浄水処理施設に対応する能力を備える以前は、水道局と調整の上、本施設

において、その排出水を全て継続して受け入れることとする。排出水に関わる現況及び想

定については、別紙７水収支フロー図及び別紙８水質・薬品注入等実績データ【参考】に

示す。 
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項目 水量 時間間隔 

ろ過池の洗浄 800ｍ3/回 45 分に１回 

粒状活性炭処理施設の洗浄 500ｍ3/回 45 分に１回 

その他作業用水（水質計器他） 100ｍ3/時 常時 

 

流入先 １日あたりの排出水量 

排水池への流入 46,028ｍ3 

排泥池への流入 2,070ｍ3 

 

35.5ｔ/日 

24.1ｔ/日（平成 29 年８月 10 日実績） 

西谷浄水場浄水処理能力 394,000ｍ3/日の水量で換算した想定値（工業用水道鶴ケ

峰沈でん池処理能力 86,400ｍ3/日は変更ないものとする。） 

 

放流先：帷子川支流水路 

最大放流量：1,000ｍ3/時 

返送ポンプにより着水井（浄水処理施設）を経由し、第１放流口（放流先：陣ケ下渓

谷、最大放流量：3,000ｍ3/時）へ放流される。 
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現時点における、本施設から発生する脱水前の汚泥の性状・成分分析結果【参考】を、

別紙９に示す。 

 

本事業における設備の運転・維持管理及び修繕の業務分担は、次のとおりとする。 

業務 既設設備 新設設備 更新設備 

運転管理 事業者 事業者 事業者 

保守点検 事業者 事業者 事業者 

メーカー定期点検 水道局 事業者 水道局 

修繕 事業者 事業者 事業者 

突発的な修繕 水道局※ 事業者 水道局※ 

注）設計・工事期間外に目標耐用年数に到達した更新設備について、メーカー定期点

検及び突発的な修繕は、水道局が行う。また、運転管理、保守点検及び修繕は、事

業者が行う。 

※ 既設設備の突発的な修繕について、事業者の責による場合は、事業者が対応する。 

 

脱水ケーキの含水率 65％程度 

乾燥ケーキの含水率 35％～45％程度 

 

既設施設である脱臭設備は、水道局が撤去工事を発注し、令和３年度までに完了予定で

ある。また、本事業における撤去対象施設である計器室内の既設計器類については、令和

３年度までに移設完了予定である。 

各施設の位置図は、別紙 10 撤去・移設対象施設（水道局先行工事）に示す。 

 

西谷浄水場では、品質管理の国際規格 ISO9001 を取得しているため、本事業では水道

局が実施する浄水場の ISO9001 に係る業務に協力すること。 
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本事業の主要な要求水準 

次に示す項目は、本事業の主要な要求水準である。その他の要求水準については、第３ 設

計及び工事業務並びに第４ 運転・維持管理業務に関する要求水準に示す。 

構造物及び設備については、事業期間終了後も水道局が継続して使用することから、水

道局が平成 30 年３月に策定した個別保全計画で定める耐用年数以上を維持できる仕様と

する。個別保全計画は、別紙 11 に示す。 

なお、主要な施設、設置年度及び更新時期等については、別紙 12 更新周期表に示す。 

 

限られた敷地の中で既設施設を稼働させながら、確実な排水処理を確保しつつ能力を増

強するなどの事業の特殊性を踏まえ、本事業に関わる費用の透明性の確保に留意した事業

計画を策定すること。 

 

事業が長期に渡ることから、安定した実施体制を構築し、事業継続に努めること。 

 

排水・排泥受入れ、濃縮、脱水を基本とし、効率性や汚泥の有効活用に資する排水処理

フローを構築すること。 

 

将来同敷地内で行う施設更新、施設・設備のメンテナンス、各施設の監視など、運転・

維持管理に必要なスペース考慮した施設配置とすること。 

また、見学者や運転・維持管理に必要な動線、安全性を考慮した適切な配置計画とする

こと。 

 

事業者管理範囲の周辺は住宅地であることを十分に勘案し、工事において発生する臭気、

騒音、振動、粉塵等について、近隣住民に配慮すること。 

 

施設の耐震化や増強の早期実現のため、効率的な整備に努めること。 
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浄水処理施設及び本施設の運転・維持管理への影響を最小限とした整備に努めること。 

 

浄水処理施設及び本施設の運転・維持管理への影響を最小限とし、新設施設の試運転や

新設施設と既設施設との切り替えを実施できるよう、整備に努めること。 

 

安定的な浄水処理の実現のためには、浄水処理施設との連携が必要不可欠であること

から、浄水処理施設への影響を十分に考慮した適切な設計及び工事を実施すること。 

 

排水処理フローに基づき、効率的に運転・維持管理を行えるシステム・職員体制を構築

すること。 

 

災害時、事故時など、緊急を要する対応については、職員体制、局との連絡体制の構築

など、運転・維持管理を継続できるよう十分な対策を講じること。 

 

原水水質悪化に伴う洗浄水量の増加等への対応を明確にし、運転・維持管理において

可能な限り処理が継続して行えるよう対策を講じること。 

 

事業者管理範囲の周辺は住宅地であることを十分に勘案し、運転・維持管理において

発生する臭気、騒音、振動、粉塵等について、近隣住民に配慮すること。 

 

排水処理により公共用水域に排出する場合は最新の排水基準を満たすこと。 

事業者が実施する前には、横浜市環境創造局等の関連部署と協議の上、運用方法を確

定すること。 

なお、公共用水域への排水基準【参考】を、別紙 13 に示す。 
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資源の有効活用の観点から、本施設から排出される汚泥は有効利用すること。 

表 水道局における汚泥の有効利用事例（参考） 

時期 事例 

平成７年度～平成 22 年度 脱水汚泥を乾燥機により乾燥させ、一部を園芸土として売却 

平成 26 年度～現在 
処理過程において発生した脱水後の汚泥は、場外に搬出さ

れ、産業廃棄物受け入れ施設にてセメント材料として活用 

 

安定的な浄水処理の実現のためには、浄水処理施設との連携が必要不可欠であること

から、運転・維持管理において適切な連携体制を構築すること。 

 

横浜市内の企業を活用し、地域経済への貢献すること。 

 

水道局は、事業期間終了後も本施設を継続して供用する。事業者は、事業期間終了時

に、本事業で整備した全ての施設において、本書で示す性能を維持すること。また、既設

施設及び本事業で整備した新設対象施設の全てにおいて、事業期間終了後１年以内に更

新及び経年劣化による修繕を要することがない状態で、水道局へ引き継ぐものとする。 

そのため、既設施設については、運転・維持管理業務開始前に水道局と事業者で施設の

状況等を確認するとともに、事業期間終了後に行う確認結果を踏まえて、公益財団法人

水道技術研究センターの「水道施設機能診断の手引き（平成 17 年）」を参考に機能能力

を示した表を作成し、要求する機能及び水準を有していることを証明した上で、引渡し

を行うこと。 

なお、事業期間終了後１年以内に更新及び経年劣化による修繕を要する場合（水道局

の責に帰すべき事由に起因する場合を除く。）、事業者は自らの費用負担にて修繕を行う

ものとする。  
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 設計及び工事業務に関する要求水準 

基本方針 

事業者は、関係法令で定める内容を遵守して設計及び工事業務を実施する。 

各業務の要求水準を本書に示すが、定めのない事項は、第１ ２(9)ウ及びエに示す要綱・

指針等及び仕様書等の最新版に準拠すること。 

なお、設計後から工事着手までに期間を要する等で当該期間中に技術進歩があり、新技

術の採用が想定される。当該期間中における新技術の採用にあたっては、要求水準を満足

することの確認を含め、合理性等の観点から水道局と協議し決定する。 

 

整備内容と既設仕様等を別紙６に示す。 

 

事業者は、設計及び工事業務の実施にあたり、関係法令のほか、業種別の工事を履行で

きる資格を有した職員を配置すること。 

なお、工事業務に際しては、本事業の業種に係る監理技術者または主任技術者を専任配

置すること。 

 

事前調査業務 

本事業の設計及び工事業務を行う上で必要となる測量、地質調査及び地下埋設物調査等

を行う。 

埋設管路、電気ケーブル、電気ハンドホール及び雨水排水等の既設埋設物のルート及

びレベルの確認を行うこと。 
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事業者は、事前調査業務の実施にあたり、次の事項に留意すること。 

 

設計業務 

基本設計、詳細設計及び各種申請を行う。 

事業者の提案内容を具体化するために基本設計を行う。 

水道局が承諾した基本設計をもとに、各施設の構造、設備仕様等を設計する。 

設計及び工事着手までに必要な各種申請及び許可等については、原則事業者が資料の

作成及び申請手続きを実施すること。ただし、申請に際して、事業者が水道局に対して

協力を求めた場合、水道局は資料の提出その他について協力する。 
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廃棄物の処理及び清掃に関する法律に基づき、次の許可申請の手続きを行うこと。 

本事業に係る前提条件で示した処理能力を確保すること。 

想定される大規模な地震に対して、水道の基幹施設が有すべき耐震性能とすること。 

分類 要求する耐震性能 参照する指針基準等※ 

土木構造物 重要度：ランクＡ１ 

レベル１地震動に対して耐震性能１ 

レベル２地震動に対して耐震性能２ 

水道施設耐震工法指針・解説 

建築構造物 耐震安全性の分類：Ⅱ類 官庁施設の総合耐震・対津波計

画基準 

本施設は、排水・排泥受入れ、濃縮、脱水のフローを基本とするが、事業者提案に

より、汚泥の有効活用に資するための排水処理フローの変更は認める。 

信頼性、操作性に配慮した構築をすること。また、機器の外部出力には、基本的に

汎用性の高いインターフェースを採用すること。 

円滑な運転・維持管理の実施に配慮し、各種設備の操作性向上やメンテナンスが容

易にできる施設・設備の設計・構築を行うこと。 

各種設備は、設備の長寿命化、雨水や小動物等の侵入を防ぐため、基本的に建屋内

に設置すること。建屋構造は事業者提案とするが、設備の更新や運転・維持管理を考

慮したスペースの確保、レイアウトとすること。また、必要に応じて換気設備や空調

設備等を設置すること。 

なお、建屋の配置は、本施設の機能を阻害することのない場所とする。 
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電動の現場機器は、機側から手動操作、監視制御設備から手動及び自動操作が可能

であること。また、操作に関連する情報（運転状態）が操作場所で確認できること。 

受電所や自家発棟などの電気設備を設置する建屋については、豪雨等による浸水の

危険性がない位置に配置するなど浸水対策を図ること。 

停電発生時、問題なく監視操作できるよう、適切な容量、設備構成を有する無停電

電源装置を設置すること。監視、計装設備については無停電電源とするが、監視設備

以外の負荷、無停電電源装置の形式については事業者提案とする。 

なお、無停電電源設備の停電補償時間は、60 分とする。 

原則として、地盤の切土、盛土を伴う造成は行わないこと。 

設備等については環境負荷軽減に配慮すること。 

また、関係機関との協議内容等の記録、その他必要な事項については、年度ごとに年

度業務報告書として取りまとめ、水道局に提出すること。関係機関への提出等が必要な

ものについては、所定の手続きを行い、その副本を保管すること。 

事業者は、水道局に次の設計図書を提出して検査を受検し、水道局の確認を得ること。 
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基本設計の内容は、次に示す事項に従い、排水処理方法の検討、配置計画の検討、施設

計画、容量計算、水理計算、施工方法の検討、維持管理方法の検討を行い、基本設計図及

び報告書の作成を行うこと。 

なお、本事業における既設施設等との接続位置や接続条件については別紙 17 主要配管

管路図（既設）【参考】、別紙 18 主要配管管路図（再整備後）に示す。 

 

基本設計に基づき、各施設の構造及び設備仕様等を設計するもので、次に示す事項に十

分配慮したうえで要求する機能及び水準を満足すること。 
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工事業務 

第３ ３の成果物に基づく、本施設の工事に関する業務である。事業者は、関係法令、工事

の安全等に関する指針等を遵守し、工事前に設計図書に基づく施工計画書を作成し、水道局

の確認を得た後、工事に着手すること。 

また、新設建築物の構築に際しては、各種建築申請手続きを行うが、既存建築物を考慮し、

建築指導主事と事前協議を行い対応すること。 
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工事範囲として、新設対象施設配置（案）を別紙３、撤去対象施設を別紙４、更新・耐

震補強・既設流用対象施設を別紙５に示す。 

 

 

 

 

 



27 

事業者は、試運転を行い、個々の設備及び施設全体としての性能及び機能を確認する

こと。また、試運転前に試運転計画書を水道局に提出し、確認を受けること。 

事業者は、本事業で整備した施設、設備等の運転操作や保守点検等、施設の維持管理

で必要となる運転管理マニュアル及び保守点検マニュアル等を作成すること。 

なお、保守点検マニュアルについては、水道局で使用する電気機械設備保守点検基準

（抜粋版）【参考】（別紙 22）に記載の内容や周期に基づき作成すること。 

また、事業者は、水道局職員の技術継承のため、作成した運転管理マニュアル等を用

いた水道局職員への研修等を適宜行うこと。 

 

設計及び工事業務の成果物は、基本契約等に基づき、施設の完成毎に引き渡すものとす

る。事業者は、当該部分が完成したことを水道局に報告し、当該部分の完成検査を受ける

こと。 

なお、部分引渡しの対象施設及び時期については、別途水道局との協議により決定する。 

 

事業者は、工事の完成（部分引渡しを含む）にあたり、基本契約等に基づく図書のほか、

次の図書を提出すること。 

仕様、部数、様式、提出時期等は、水道局の指示に従うこと。完成図面は竣工時に完成

図書として取りまとめて提出すること。 

また、工事期間中の承諾図書として提出した検討書、計算書等は、竣工時に詳細設計の

報告書とあわせ、体系的に取りまとめて提出すること。 
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事業者は、工事着手前に１回、その後は概ね６か月に１回、水道法第 21 条及び水道法

施行規則第 16 条の規定に基づく健康診断を本事業の現場代理人等に行わせ、その結果を

水道局に提出すること。現場代理人等に変更があった場合は、都度、工事着手前に実施

し、その結果を水道局に提出すること。 

 

事業者は、工事に伴う各種認可等の申請は、事業者の責任において行うこと。ただし、

事業者が水道局に協力を求めた場合、水道局は、資料の提出その他について可能な範囲

で協力する。  
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 運転・維持管理業務に関する要求水準 

基本方針 

事業者は、関係法令で定める全ての点検、検査及び測定を含めた運転・維持管理業務を

実施する。 

なお、各業務の要求水準を本書に示すが、定めのない事項は、第１ ２(9)ウに示す要綱・

指針等の最新版に準拠すること。 

 

業務時間は、平日８時 30 分から 17 時 15 分を標準とする。ただし、事業者が業務上必

要と認めた場合には、この限りではない。また、業務遂行上やむを得ない事情等により、

水道局からの要請があった場合は、前述の業務時間以外にも対応すること。 

 

事業者は、運転・維持管理業務の実施にあたり、安定稼働に資する業務実施体制を構築

することとし、関係法令の他、次のア～エを満たすこと。 

なお、次のア及びイの配置者は、事業者と直接的かつ恒常的な雇用関係にある専任の者

とする。 

業務全体の責任者で常勤を基本とする。また、第４ １(3)ウ(ｱ)及び(ｲ)に定める資格

を有し、総括の職務にあたり管理能力がある者とする。さらに、本施設の技術的知識及

び業務内容を十分理解し、かつ業務を円滑に遂行するため一切の事項を処理する能力を

備えており、標準処理能力 10,000ｍ３/日以上の浄水場における排水処理施設に係る運転

管理業務を２年以上実施した実績を有する者とする。 

現場責任者を補佐及び代行する能力を備えており、各業務の責任者として的確な判断

ができる者とする。また、本施設の技術的知識及び業務内容を十分理解し、かつ浄水場

における排水処理施設に係る運転管理業務の実績を有する者とする。 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律（以下、「廃棄物処理法」という。）及び労働安全

衛生規則等に基づき、運転・維持管理業務に必要な資格等は次のとおりである。 

なお、その他の資格等が必要となる場合は、有資格者を配置すること。 
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業務の進め方 

事業者は、本事業の実施にあたり、運転・維持管理業務着手の 14 日前までに運転・維持

管理業務全体の基本計画として事業期間全体を通した業務基本計画書を策定し、水道局の

確認を受けること。 
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水道施設の重要性に鑑み、本事業の目的を達成するための運転・維持管理業務の業務

概要並びに業務実施方針が明確に把握できるよう記載すること。 

運転・維持管理業務の遂行に際して構築する組織及び体制について、組織図、業務分

担図及び緊急時体制等を作成し、指示系統及び作業分担が明確に把握できるよう記載す

ること。 

本施設の運転管理、保守点検及び水質管理等の運転・維持管理業務について、運転・

維持管理業務期間全体を通じて各業務の計画が把握できるよう記載すること｡また、モ

ニタリング実施計画との整合を図るとともに、これに基づいた業務を実施すること。 

事故及び災害等を未然に防止し、安全に委託業務を遂行するための安全衛生管理にか

かわる基準、安全衛生に関する組織体制等について記載すること。 

保安及び保全教育の内容、保安及び保全教育実施予定表を記載すること。 
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事業者は防火責任者を定め、必要事項を整理し、記載すること。 

 

 

運転管理業務 

第４ ２(4)で作成した運転管理マニュアルに基づき、実施する。 

浄水処理施設の運転・維持管理との連携が必要となるため、別紙 23 に示す制御・監視

項目表を踏まえた運転・維持管理を行うこと。参考として、現在実施している運転管理に

係る主な作業は、ア～エのとおりである。 



33 

 

 

 

なお、撤去にあたっては、水道局と協議の上、実施するものとする。 



34 

非有価での有効利用とする場合は、次の内容を踏まえて業務を行うこと。 

 

保守点検業務 

事業者は、本施設の運転や性能維持に関する関係法令及び第４ ２(4)で作成した保守点検

マニュアルに基づき、点検、検査、測定及び記録等の業務を含め、施設の要求性能を維持し、

耐久性を確保することを目的に、定期にその機能、劣化状況、損傷等の異常の有無を点検す

るとともに、必要な保守として次の作業を行うこと。 

運転状態の設備について、異常の有無及び徴候を発見するため、原則として毎日行う。

参考として、現在実施している主な作業は、ア～ウのとおりである。 

 

設備の損傷、腐食及び磨耗状況を把握し、修繕等の保全計画を策定するため、１週、１

か月、３か月、６か月及び１年等の期間を定めて行う。参考として、現在実施している主

な作業は、ア～オのとおりである。 

ア 運転機器切替（常用-予備） 

イ 機器の注油、グリスアップ 

ウ 測定、調整、分解清掃及び記録等の作業 

エ 計器点検、清掃及び校正作業 

オ 機器製造メーカーによる定期点検（精密な測定機器を用いた調整、校正、試験、試運

転・機器の機能回復のための部品交換） 

 

日常及び定期点検以外に行う臨時的な点検及び記録等で、設備の異常（警報故障等）に

対して状況を確認し、原因を特定する。 
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関係法令の定めに従い、本施設内で事業者が自ら行う点検及び記録を行う。参考として、

現在実施している主な作業は、ア～ウのとおりである。 

ア 労働安全衛生規則に基づく機器や設備、環境の定期自主検査等の実施（クレーン、コ

ンベヤー、貨物自動車、ショベルローダー等） 

イ 職場の危険防止措置、安全衛生教育、安全パトロール等 

ウ 消防設備点検 

 

特殊な機器、部品及び高度な専門技術、又は外部からの人的応援を必要としない程度の

修繕を行う。 

 

躯体、管理棟周り、池周り、機器及び設備の据付場所、水路及びトラフ等の清掃などの

作業を指す。参考として、現在実施している主な作業は、ア～オのとおりである。 

 

修繕業務（突発的な修繕を含む） 

施設等の補修、交換が必要と判断した場合、目標耐用年数を維持するために必要な修繕を

行う。 

 

水質管理業務 

排水処理施設の適正な運転・維持管理のために汚泥及び排出水を測定する。参考として、

現在実施している主な作業は、(1)～(5)のとおりである。 
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ユーティリティ等の調達・管理業務 

施設維持管理業務で必要となるユーティリティの調達及び管理を行うこと。 

 

本事業で必要となる作業用水及び衛生用水は有償とする。事業者は、本事業に必要とな

る水道については、公道から新たに分岐すること。また、既設給水管を仮使用する場合は

現況復旧すること。 

なお、水量の計量のための水道メーターを設置すること。 

 

 

事業者が調達し、費用を負担すること。 

 

 

 

 

ア 事業者が調達し、費用を負担すること。 

イ 常時、水道局から事務所及び事業者が管理する各施設と連絡を取れるようにすること。 

 

 

事業者が調達し、費用を負担すること。 

 

 

その他施設維持管理の上で必要となる上記以外のユーティリティや機器及び部品等の

消耗品については、事業者が調達し、費用を負担すること。 
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保安業務 

本施設内に第三者が立ち入らないように、建屋出入口の施錠を確実に行うなど、必要な計

画の作成及び対策を実施すること。 

イ 西谷第２分庁舎には、水道局管理範囲の保安業務として、守衛が 24 時間常駐してい

るため、相互協力するものとする。 

 

本施設への来場者対応に際しての通用門の開閉は、原則水道局が実施する。 

 

施設見学対応協力業務 

 

災害及び事故対策業務 

 

事業終了時の引継ぎ業務 

本事業の終了後に後継者が引き続き運転を継続できるようにするため、事業者が後継者

に対して適切な引継ぎを行う。 

なお、資料提出をする場合のデータ形式は、汎用性の高い形式とすること。 

事業開始前に事業者が作成する業務計画書において設定するが、事業終了の１年前に水

道局と協議の上、具体的な実施時期を決定すること。 
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第２ ４(19)に示すとおり。 

 

本事業終了後の引継ぎの際に、別紙 16 地歴調査報告書【参考】を基に調査を行い、本事

業において土壌汚染が発生していないことを証明すること。 

 

事業終了時に本事業で作成した業務に関わる報告書を提出すること。 

 

対象施設の各種マニュアルについて、本事業の内容を踏まえて反映すべき内容を編集し

たうえで水道局へ提出すること。また、事業終了前の適切な時期に、当該マニュアルを基

に後継者に対して施設維持管理業務に係る適切な引継ぎを行うこと。 

 


